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明治大学労働講座（2013年 7月 8日） 
 

労働組合とは何か	 ～職場や社会における役割	 

 
小山正樹（公益財団法人総評会館専務理事／産業別労働組合ＪＡＭ参与） 

 
１．私にとっての労働運動 
 
 
２．労働組合の類型 

企業別 
産業別 
職業別 
地域合同（ユニオン） 

 
＜ナショナルセンター＞（平成 24年調査） 
連 合	 	 670万人  
全労連	 	  61万人 
全労協	 	  11万人 

 

＜企業規模別推定組織率＞（平成24年調査） 
1,000人以上 45.8％ 

100～999人 13.3％ 

99人以下 1.0％ 

	 	 	 	 	 

※資料１	 附表：主要団体別労働組合員数の状況参照 
 
３．労働組合法と労働運動 

・日本国憲法は、基本的人権のなかで労働者の権利として労働基本権を定めています｡ 
第 27条の勤労権、第 28条の団結権、団体交渉権、団体行動権（労働三権） 

・労働組合法により、労働組合は法律で守られ、特別な権利が与えられています。 
 
※資料２	 憲法、労働組合法	 

 
４．労働組合の役割 

(1) 賃金・労働条件改善のための役割 
・個別企業での賃金や労働時間などの労働条件改善ための労使交渉 
・賃金・労働条件の社会的相場形成 

◆春闘とは 
 

(2) 雇用を守る役割 
・雇用を守る交渉・闘い 
・企業経営へのチェック機能 

◆会社が倒産したら… 
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(3) 暮らしと社会を良くする役割 ―― 国の政策・制度への関与 
・国の労働政策への関与	 	  
・政策制度要求実現の運動 

◆ＩＬＯ三者構成原則・・・・・政・労・使 
ＩＬＯ（国際労働機関）185 ヵ国が加盟。国連機関の中では

独特の三者構成を取っています。これは、政策策定や計画立

案時には、経済を動かす社会的パートナーである労使代表も、

政府と等しく発言する権利をもっているというものです。 

 
 (4) みんなで助け合う役割 
・相互扶助・・・共済活動 

◆労働金庫、全労済 
 
 
５．労働組合の活動 

■ 長時間労働の抑制にどのように取り組んでいるか 
	 	 	  

(1) 企業別、職場（事業所）では、 
・３６協定（労働基準法第 36条	 通称：サブロク協定）による時間外労働規制 
・ノー残業デーの設置 
・有給休暇の取得促進 

 
※資料３	 労働基準法（労働時間） 

 
(2) 産業別労働組合では 
・同一業界内での所定労働時間の水準形成 
・同一業界内での総実労働時間の短縮に向けた水準形成 

 
(3) ナショナルセンター（連合）では 
・労働基準法などの法律による長時間労働規制 
・長時間労働への警鐘、世論形成など社会的なアピール 

▲最近のホワイトカラー・イグゼンプション導入の動き 
 
 
■ 労働組合の社会的役割 ―― 労働組合はすべての働く人たちのために役だっているか 

・・・・労働組合は今こそ、その役割を果たすべき 
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＜資料１＞	 

	 厚生労働省・H24年労働組合基礎調査より	 
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＜資料２＞	 

憲法 
第 28条	 勤労者の団結する権利及び団体交渉その他の団体行動をする権利は、これを保障する。 

労働組合法  
（１）目 的 

第１条	 この法律は、労働者が使用者との交渉において対等の立場に立つことを促進することにより

労働者の地位を向上させること、労働者がその労働条件について交渉するために自ら代表者

を選出することその他の団体行動を行うために自主的に労働組合を組織し、団結することを

擁護すること並びに使用者と労働者との関係を規制する労働協約を締結するための団体交渉

をすること及びその手続を助成することを目的とする。 
（２）刑事免責 ・民事免責 

第 1条 2	 刑法第 35条の規定は、労働組合の団体交渉その他の行為であって前項に掲げる目的を達
成するためにした正当なものについて適用があるものとする。但し、いかなる場合において

も、暴力の行使は、労働組合の正当な行為と解釈されてはならない。 
＜※参考	 刑法（正当行為）第 35条 法令又は正当な業務による行為は罰しない。＞ 

第８条	 使用者は、同盟罷業その他の争議行為であって正当なものによって損害を受けたことの故を

もつて、労働組合又はその組合員に対し賠償を請求することができない。 
（３）不当労働行為救済制度 

第 7条	 使用者は、次の各号に掲げる行為をしてはならない。  
１ 	 労働者が労働組合の組合員であること、労働組合に加入し、若しくはこれを結成しよう
としたこと若しくは労働組合の正当な行為をしたことの故をもつて、その労働者を解雇し、

その他これに対して不利益な取扱いをすること又は労働者が労働組合に加入せず、若しく

は労働組合から脱退することを雇用条件とすること。ただし、労働組合が特定の工場事業

場に雇用される労働者の過半数を代表する場合において、その労働者がその労働組合の組

合員であることを雇用条件とする労働協約を締結することを妨げるものではない。  
２ 	 使用者が雇用する労働者の代表者と団体交渉をすることを正当な理由がなくて拒むこと。  
３ 	 労働者が労働組合を結成し、若しくは運営することを支配し、若しくはこれに介入する
こと、又は労働組合の運営のための経費の支払につき経理上の援助を与えること。ただし、

労働者が労働時間中に時間又は賃金を失うことなく使用者と協議し、又は交渉することを

使用者が許すことを妨げるものではなく、かつ、厚生資金又は経済上の不幸若しくは災厄

を防止し、若しくは救済するための支出に実際に用いられる福利その他の基金に対する使

用者の寄附及び最小限の広さの事務所の供与を除くものとする。  
４ 	 労働者が労働委員会に対し使用者がこの条の規定に違反した旨の申立てをしたこと若し
くは中央労働委員会に対し第二十七条の十二第一項の規定による命令に対する再審査の申

立てをしたこと又は労働委員会がこれらの申立てに係る調査若しくは審問をし、若しくは

当事者に和解を勧め、若しくは労働関係調整法 （昭和二十一年法律第二十五号）による労
働争議の調整をする場合に労働者が証拠を提示し、若しくは発言をしたことを理由として、

その労働者を解雇し、その他これに対して不利益な取扱いをすること。 
（４）労働協約の効力、規範的効力 ・一般的拘束力 

第 14条	 労働組合と使用者又はその団体との間の労働条件その他に関する労働協約は、書面に作成
し、両当事者が署名し、又は記名押印することによつてその効力を生ずる。 

第 16条	 労働協約に定める労働条件その他の労働者の待遇に関する基準に違反する労働契約の部分
は、無効とする。この場合において無効となつた部分は、基準の定めるところによる。労働

契約に定がない部分についても、同様とする。 
第 17条	 一の工場事業場に常時使用される同種の労働者の４分の３以上の数の労働者が一の労働協

約の適用を受けるに至つたときは、当該工場事業場に使用される他の同種の労働者に関して

も、当該労働協約が適用されるものとする。 
第 18条	 一の地域において従業する同種の労働者の大部分が一の労働協約の適用を受けるに至つた

ときは、当該労働協約の当事者の双方又は一方の申立てに基づき、労働委員会の決議により、

厚生労働大臣又は都道府県知事は、当該地域において従業する他の同種の労働者及びその使

用者も当該労働協約の適用を受けるべきことの決定をすることができる。 
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＜資料３＞	 	 労働基準法	 
	 

（労働時間）	 	 

第三十二条	 	 使用者は、労働者に、休憩時間を除き一週間について四十時間を超えて、労働させてはならな

い。	 	 

２	 	 使用者は、一週間の各日については、労働者に、休憩時間を除き一日について八時間を超えて、労働

させてはならない。	 

	 

（休日）	 	 

第三十五条	 	 使用者は、労働者に対して、毎週少くとも一回の休日を与えなければならない。	 	 

２	 	 前項の規定は、四週間を通じ四日以上の休日を与える使用者については適用しない。	 

	 

（時間外及び休日の労働）	 	 

第三十六条	 	 使用者は、当該事業場に、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合においてはその労働

組合、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合においては労働者の過半数を代表する者との書面

による協定をし、これを行政官庁に届け出た場合においては、第三十二条から第三十二条の五まで若し

くは第四十条の労働時間（以下この条において「労働時間」という。）又は前条の休日（以下この項にお

いて「休日」という。）に関する規定にかかわらず、その協定で定めるところによつて労働時間を延長し、

又は休日に労働させることができる。ただし、坑内労働その他厚生労働省令で定める健康上特に有害な

業務の労働時間の延長は、一日について二時間を超えてはならない。	 	 

２	 	 厚生労働大臣は、労働時間の延長を適正なものとするため、前項の協定で定める労働時間の延長の限

度、当該労働時間の延長に係る割増賃金の率その他の必要な事項について、労働者の福祉、時間外労働

の動向その他の事情を考慮して基準を定めることができる。	 	 

３	 	 第一項の協定をする使用者及び労働組合又は労働者の過半数を代表する者は、当該協定で労働時間の

延長を定めるに当たり、当該協定の内容が前項の基準に適合したものとなるようにしなければならない。	 	 

４	 	 行政官庁は、第二項の基準に関し、第一項の協定をする使用者及び労働組合又は労働者の過半数を代

表する者に対し、必要な助言及び指導を行うことができる。	 

	 

	 

	 

（厚労省パンフ「改正労働基準法のポイント」より）	 


